
 

 

別記第１号様式（第６条関係） 

令和 年 月 日 

 

千葉県知事 熊谷 俊人 様 

 

所在地又は住所 千葉市中央区市場町１番１号 

                                      法人名又は氏名 菜の花タクシー株式会社 

代表者名      代表取締役 千葉 太朗 

 

令和６年度 千葉県福祉タクシー導入促進事業費補助金の交付申請について 

 

 

このことについて、下記のとおり千葉県福祉タクシー導入促進事業を実施したいので、

千葉県補助金等交付規則（昭和３２年千葉県規則第５３号）第３条及び千葉県福祉タクシ

ー導入促進事業費補助金交付要綱第６条の規定により、関係書類を添えて補助金の交付を

申請します。 

 

記 

 

申請金額        金 １，６００，０００ 円 

 

（添付書類） 

 千葉県福祉タクシー導入促進事業費補助金所要額調書（別紙１） 

千葉県福祉タクシー導入促進事業費補助金貸与車両予定調書(リース事業者のみ)（別紙２）  

誓約書（別紙３） 

役員等名簿（別紙４） 

その他添付資料（別添のとおり） 

 

 

 

 
担当者(所属・役職・氏名) ●●●● ●●●● ●●●●                  

電話番号 ●●●－●●●－●●●●                          

 

リース事業者はこちらにリース事業者名を記載してください。 

代表者役職を記入してください。 



 

 

別紙１（その１ 第２条第５号関係「地域公共交通確保維持改善事業費補助金」分）     

 

千葉県福祉タクシー導入促進事業費補助金所要額調書 

     

 １ 国庫補助（サバイバル分）の交付決定を受けて購入する車両台数 

    

 ２ 県補助の交付申請台数 

         

 ３ 県補助の交付申請に係る車両ごとの所要額（単位：円）                           

車種 種別 

売買契約予定日 

及び 

完了予定日 

補助対象 

経費 

国庫補助 

交付決定額 

県補助 

交付申請額 

トヨタ 

ジャパン 

タクシー 

スロープ 
・ 

リフト 

契約 

令和6年12月1日 

完了 

令和7年2月15日 

4,000,000 800,000 800,000 

トヨタ 

ジャパン 

タクシー 

スロープ 
・ 

リフト  

契約 

令和6年12月1日 

完了 

令和7年2月15日 

4,000,000 800,000 800,000 

 
スロープ 

・ 
リフト 

契約 

令和 年 月 日 

完了 

令和 年 月 日 

   

計  

 

 1,600,000 1,600,000 

  ※補助対象経費は消費税及び地方消費税を除いた価格で記載してください。 

  ※車両１台につき１行記載してください。 

※行が不足する場合は、適宜追加してください。 

２台 

２台 

自動車検査証 

登録予定の日 



 

 

別紙２（その１ 第２条第５号関係「地域公共交通確保維持改善事業費補助金」分） 

 

千葉県福祉タクシー導入促進事業費補助金貸与車両予定調書(リース事業者のみ) 

（単位：円） 

車種 台数 

使用者名 

(一般乗用旅客自

動車運送事業者) 

貸与する期間 

補助金適

用前のリ

ース料金

総額 

国及び県

の補助金

適用後の

リース料

金総額 

トヨタ 

ジャパン 

タクシー 

２ 
○×タクシー 

株式会社 

令和7年2月16日 

～ 

令和12年2月15日 

8,000,000 4,800,000 

   

令和  年  月  日 

～ 

令和  年  月  日 

  

 

 

 

計 

 

 

     

  ※行が不足する場合は適宜追加してください。 

   ※補助対象経費は貸与料金の算定根拠明細書と一致するように記載してください。 

※台数をまとめて記載する場合は、金額は合計した金額を記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

リース事業者の場合は、こちらの書類についても提出が必要です 



 

 

別添 その他添付資料 

（１） 購入予定車両の見積書の写し 

（２） 車両の価格表（車両本体価格が確認できるもの。カタログでも可） 

（３） 国の補助金の交付決定を受けたことを証する書類の写し 

（４） 貸与料金の算定根拠明細書（リース事業者のみ） 

（５） 営業所の賃貸借契約書の写し（営業所の所在地が登記や住民票と異なる場合） 

 

＜法人の場合＞ 

（６） 登記事項証明書（現在事項全部証明書）（※） 

（７） 貸借対照表・損益計算書の写し（直近一事業年度分。申請者又は貸与先のみ。リース事業者は不要）  

 

＜個人の場合＞ 

（８） 住民票（※） 

（９） 確定申告書の写し（直近一年分。確定申告書及び青色申告決算書又は収支内訳書） 

（申請者又は貸与先のみ。リース事業者は不要） 

＜その他＞ 

（10） その他必要な書類 

 

※ 登記事項証明書、住民票については申請日時点で、発行日から３か月以内のも 

のに限ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


